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１．平成18年9月中間期の業績（平成18年4月1日～平成18年9月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年9月中間期 7,879 41.2 △207 － △127 －

17年9月中間期 5,580 10.0 △269 － △257 －

18年3月期 13,224 － △520 － △525 －

中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期 △64 － △0 28

17年9月中間期 38 － 0 20

18年3月期 △162 － △0 81

（注）①期中平均株式数 18年9月中間期 231,877,095株 17年9月中間期 191,884,189株 18年3月期 199,662,567株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期 43,905 43,318 98.6 186 82

17年9月中間期 39,060 38,425 98.4 200 25

18年3月期 44,013 43,383 98.5 187 09

（注）①期末発行済株式数 18年9月中間期 231,876,495株 17年9月中間期 191,882,741株 18年3月期 231,877,790株

②期末自己株式数 18年9月中間期 71,487株 17年9月中間期 65,241株 18年3月期 70,192株

２．平成19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通期 17,300 650 960

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　4円14銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

中間期末 期末 年間

18年3月期 0.00 0.00 0.00

19年3月期（実績） 0.00 －  

19年3月期（予想） － 3.00 3.00

（注）18年9月中間期末配当金の内訳　記念配当　0円00銭　特別配当　0円00銭

※　上記の予想は、本資料の発表日現在における入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々

な要因によって予想数値と異なる場合があります。
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５．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 ※２ 2,192,108 1,337,475 2,588,866

２．売掛金 35,738 105,186 65,996

３. たな卸資産 ※４ 2,307,108 6,603,887 425,356

４．短期貸付金 1,541,000 4,928,000 3,308,000

５．未収入金 538,567 348,829 346,118

６．その他 201,704 147,185 121,184

７．貸倒引当金 △276,515 △323,397 △303,232

流動資産合計 6,539,711 16.7 13,147,168 29.9 6,552,289 14.9

Ⅱ　固定資産

１.有形固定資産

（1）構築物 ※1.2 99,385 93,162 96,151

（2）機械及び装置 ※1.2 235,124 234,326 216,324

（3）土地 ※2.4 428,347 183,228 5,080,692

 (4) その他 ※４ 324,424 233,565 782,264

計 1,087,281 744,283 6,175,432

２.無形固定資産 ※４ 5,734 3,935 348,524

３.投資その他の資産

 (1）投資有価証券 ※２ 6,828,064 6,211,119 6,223,075

 (2）関係会社株式  12,030,850 12,030,850 12,030,850

 (3）長期貸付金 8,632,800 9,166,000 10,147,000

 (4）長期未収入金 9,661,845 2,926,767 2,943,767

 (5）その他  402,400 405,622 399,937

 (6）貸倒引当金 △5,616,078 △232,000 △250,000

 (7）投資評価引当金 △580,000 △524,000 △596,000

計 31,359,881 29,984,360 30,898,631

固定資産合計 32,452,898 83.1 30,732,578 70.0 37,422,588 85.0

Ⅲ　繰延資産 68,016 0.2 25,392 0.1 38,634 0.1

資産合計 39,060,626 100.0 43,905,139 100.0 44,013,511 100.0
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前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 42,761 33,789 33,726

２．短期借入金 ※２ 101,704 107,608 109,757

３．未払金 89,173 127,052 118,959

４．未払法人税等 48,852 54,054 67,047

５．未払費用 8,749 8,346 8,877

６．その他 6,934 12,651 31,616

流動負債合計 298,184 0.7 343,502 0.8 369,983 0.9

Ⅱ　固定負債

１．長期借入金 ※２ 328,938 221,330 249,061

２. 預り敷金保証金  1,105 15,028 4,399

３．金属鉱業等鉱害防止
引当金

7,033 7,033 7,033

固定負債合計 337,076 0.9 243,391 0.6 260,493 0.6

負債合計 635,261 1.6 586,894 1.4 630,477 1.5

（資本の部）

Ⅰ　資本金 36,189,465 92.6 － － 38,789,465 88.1

Ⅱ　資本剰余金

１．資本準備金 3,040,121 － 5,600,121

２．その他資本剰余金 1,494,000 － 1,494,000

資本剰余金合計 4,534,121 11.6 － － 7,094,121 16.1

Ⅲ　利益剰余金

１．利益準備金 167,000 － 167,000

２．中間（当期）未処理
損失

2,436,096 － 2,637,674

利益剰余金合計 △2,269,096 △5.8 － － △2,470,674 △5.6

Ⅳ　自己株式 △29,125 △0.0 － － △29,879 △0.1

資本合計 38,425,365 98.4 － － 43,383,034 98.5

負債資本合計 39,060,626 100.0 － － 44,013,511 100.0

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本           

　１．資本金   － －  38,789,465 88.4  － －

　２．資本剰余金           

   (1)資本準備金  －   2,962,447   －   

   (2)その他資本剰余金  －   1,494,000   －   

 　 資本剰余金合計   － －  4,456,447 10.1  － －

　３．利益剰余金           

   (1)利益準備金  －   167,000   －   

 　(2)その他利益剰余金           

 　　 繰越利益剰余金  －   △64,660   －   

 　 利益剰余金合計   － －  102,339 0.2  － －

　４．自己株式   － －  △30,007 △0.1  － －

　　株主資本合計   － －  43,318,244 98.6  － －

純資産合計   － －  43,318,244 98.6  － －

負債純資産合計   － －  43,905,139 100.0  － －
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(2) 中間損益計算書

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度の
要約損益計算書

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 5,580,918 100.0 7,879,396 100.0 13,224,473 100.0

Ⅱ　売上原価 5,219,325 93.5 7,568,930 96.0 12,538,846 94.8

売上総利益 361,592 6.5 310,465 4.0 685,626 5.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 631,375 11.3 517,742 6.6 1,206,501 9.1

営業損失 269,782 △4.8 207,277 △2.6 520,874 △3.9

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息 93,015 106,640 188,655

２．その他 22,300 44,790 36,806

計 115,315 2.0 151,431 1.9 225,461 1.7

Ⅴ　営業外費用

１．支払利息 3,040 2,324 5,696

２．新株発行費償却 46,740 13,242 105,549

３．休山管理費 27,475 55,161 106,032

４．その他 26,157 434 12,598

計 103,413 1.8 71,162 0.9 229,877 1.7

経常損失 257,880 △4.6 127,007 △1.6 525,290 △3.9

Ⅵ　特別利益 ※１ 374,846 6.7 129,575 1.6 503,116 3.8

Ⅶ　特別損失 ※２ 72,193 1.3 61,452 0.8 128,855 1.0

税引前中間純利益  44,772 0.8 － － － －

税引前中間（当
期）純損失

－ － 58,884 △0.8 151,029 △1.1

法人税、住民税及
び事業税

5,776 0.1 5,776 0.1 11,552 0.1

中間純利益 38,996 0.7 －  － －

中間（当期）純損
失

－ － 64,660 △0.9 162,581 △1.2

前期繰越損失 2,475,092 － 2,475,092

中間（当期）未処
理損失

2,436,096 － 2,637,674
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(3）中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他
利益剰余金

利益剰余金
合計

繰越
利益剰余金

平成18年３月31日　残高

（千円）
38,789,465 5,600,121 1,494,000 7,094,121 167,000 △2,637,674 △2,470,674

中間会計期間中の変動額

資本準備金取崩額 (千円）  △2,637,674  △2,637,674  2,637,674 2,637,674

中間純損失（千円）      △64,660 △64,660

自己株式の取得（千円）        

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
－ △2,637,674 － △2,637,674 － 2,573,013 2,573,013

平成18年９月30日　残高

（千円）
38,789,465 2,962,447 1,494,000 4,456,447 167,000 △64,660 102,339

株主資本

純資産合計
自己株式

株主資本
合計

平成18年３月31日　残高

（千円）
△29,879 43,383,034 43,383,034

中間会計期間中の変動額

資本準備金取崩額（千円）  － －

中間純損失（千円）  △64,660 △64,660

自己株式の取得（千円） △128 △128 △128

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
△128 △64,789 △64,789

平成18年９月30日　残高

（千円）
△30,007 43,318,244 43,318,244
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方

法

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券

①売買目的有価証券

　時価法（売却原価は移動平均

法により算定）を採用しており

ます。

①売買目的有価証券

　同左

①売買目的有価証券

同左

②満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用し

ております。

②満期保有目的の債券

同左

②満期保有目的の債券

同左

③子会社株式

移動平均法による原価法を採用

しております。

③子会社株式

同左

③子会社株式

同左

④その他有価証券 ④その他有価証券 ④その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は部分資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を

採用しております。

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は部分純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

を採用しております。

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は部分資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用

しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採

用しております。

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2）デリバティブ

時価法を採用しております。

(2）デリバティブ

同左

(2）デリバティブ

同左

(3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産

①販売用不動産及び仕掛不動産

個別法に基づく原価法を採用し

ております。

①販売用不動産及び仕掛不動産

同左

①販売用不動産及び仕掛不動産

同左

②販売用不動産及び仕掛不動産以

外のたな卸資産

総平均法に基づく原価法を採用

しております。

②販売用不動産及び仕掛不動産以

外のたな卸資産

同左

②販売用不動産及び仕掛不動産以

外のたな卸資産

同左

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

定率法を採用しております。（賃

貸用資産については、定額法を採

用しております。）

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）は定額法によっております。

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

　なお、主要な耐用年数は次のと

おりであります。

　建物　　　7～49年

　機械装置　5～12年
 

 

 

 

(2）無形固定資産

定額法を採用しております。

　なお、ソフトウエア（自社利

用）については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

３．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費

　商法の規定に基づき３年間で均

等償却しております。

(1）新株発行費

　３年間で均等償却しております。

(1）新株発行費

　商法の規定に基づき３年間で均

等償却しております。

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

(2）金属鉱業等鉱害防止引当金

　金属鉱業等鉱害対策特別措置法

第７条第1項に規定する特定施設

の使用の終了後における費用の支

出に備えるため、必要見積額を計

上しております。

(2）金属鉱業等鉱害防止引当金

同左

(2）金属鉱業等鉱害防止引当金

同左

(3）投資評価引当金

　関係会社株式の価値の減少に備

えるため、子会社の財政状態を勘

案して計上しております。

(3）投資評価引当金

同左

(3）投資評価引当金

同左

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…商品先物取引

ヘッジ対象…商品(非鉄金属)

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3）ヘッジ方針

　デリバティブ取引に関する権限

規定及び取引限度額等を定めた内

部規定に基づき、商品の価格変動

リスクの低減並びに収支の改善の

ため、ヘッジ対象に係る価格変動

リスクを一定の範囲でヘッジして

おります。

(3）ヘッジ方針

同左

(3）ヘッジ方針

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象とヘッジ手段の相場

変動の累計額を半期毎に比較し、

両者の変動額等を基礎にしてヘッ

ジの有効性を評価しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

７．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本と

なる重要な事項

(1)消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっております。

(1)消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜

き方式によっております。資産

に係る控除対象外消費税等が発

生した場合は、当該中間会計期

間の費用として処理しておりま

す。

(1）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜

き方式によっております。資産

に係る控除対象外消費税等が発

生した場合は、当該事業年度の

費用として処理しております。

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号　平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日)を適用しており

ます。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は43,318,244千円であります。

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。

──────
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表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

（中間貸借対照表）

　「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律

第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月１

日より施行されたこと及び、「金融商品会計に関する実務

指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２月15日

付で改正されたことに伴い、当中間会計期間から投資事業

有限責任組合及びこれに類する組合への出資（証券取引法

第２条第２項により有価証券とみなされるもの）を投資有

価証券として表示する方法に変更いたしました。

　「投資有価証券」のうち「関係会社株式」については、

金額的な重要性を勘案して、当中間会計期間から区分表示

することにいたしました。

　なお、当中間会計期間の「投資有価証券」に含まれる当

該出資の額は6,811,511千円であり、前中間会計期間にお

ける投資その他の資産の「出資金」に含まれている当該出

資の額は6,812,323千円であります。

　また、その他の「出資金」（当中間会計期間末3,445千

円）は、金額が僅少であるため、投資その他の資産の「そ

の他」に含めて表示することにいたしました。

（中間貸借対照表）

──────
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度末
（平成18年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

1,080,880千円 709,668千円          1,109,112千円

※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務

①担保に供している資産は、次のとおりで

あります。

①担保に供している資産は、次のとおりで

あります。

①担保に供している資産は、次のとおりで

あります。

（千円） （千円）

流動資産の「その

他」
－ (-)

構築物 75,752 (75,752)

機械及び装置 113,622 (113,622)

土地 382,966 (86,139)

有形固定資産の「そ

の他」
206,102 (113,769)

投資有価証券 13,953 (-)

合計 792,397 (389,284)

（千円） （千円）

流動資産の「その

他」
14,000 (-)

構築物 71,457 (71,457)

機械及び装置 93,862 (93,862)

土地 126,539 (86,139)

有形固定資産の「そ

の他」
105,603 (105,603)

投資有価証券 － (-)

合計 411,463 (357,063)

（千円） （千円）

流動資産の「その

他」
－ (-)

構築物 73,526 (73,526)

機械及び装置 102,765 (102,765)

土地 382,966 (86,139)

有形固定資産の「そ

の他」
200,606 (109,482)

投資有価証券 13,953 (-)

合計 773,818 (371,914)

②担保付債務は、次のとおりであります。 ②担保付債務は、次のとおりであります。 ②担保付債務は、次のとおりであります。

（千円） （千円）

短期借入金 11,704 (11,704)

長期借入金 17,388 (17,388)

物上保証 1,990,970 (213,600)

合計 2,020,062 (242,692)

（千円） （千円）

短期借入金 7,608 (7,608)

長期借入金 9,780 (9,780)

物上保証 177,600 (177,600)

合計 194,988 (194,988)

（千円） （千円）

短期借入金 9,757 (9,757)

長期借入金 12,511 (12,511)

物上保証 1,979,398 (195,600)

合計 2,001,666 (217,868)

　上記のうち（　）内は内書きで鉱業・工

場財団抵当並びに当該債務を示しておりま

す。

同左 同左

③物上保証に供している資産 ③物上保証に供している資産 ③物上保証に供している資産

　下記の会社の金融機関等の借入金につい

て、物上保証を行っております。

　下記の会社の金融機関等の借入金につい

て、物上保証を行っております。

　下記の会社の金融機関等の借入金につい

て、物上保証を行っております。

（千円）

東洋機工株式会社 1,777,370

中外化学株式会社 213,600

計 1,990,970

（千円）

東洋機工株式会社 －

中外化学株式会社 177,600

計 177,600

（千円）

東洋機工株式会社 1,783,798

中外化学株式会社 195,600

計 1,979,398

物上保証に供している資産 物上保証に供している資産 物上保証に供している資産

（千円）

構築物 75,752

機械及び装置 112,282

土地 35,401

有形固定資産の「その

他」
109,063

工場財団計 332,499

土地 296,827

有形固定資産の「その

他」
92,333

合計 721,659

（千円）

構築物 71,457

機械及び装置 92,644

土地 35,401

有形固定資産の「その

他」
101,283

工場財団計 300,786

土地 40,400

有形固定資産の「その

他」
－

合計 341,186

（千円）

構築物 73,526

機械及び装置 101,515

土地 35,401

有形固定資産の「その

他」
104,979

工場財団 315,422

土地 296,827

有形固定資産の「その

他」
91,123

合計 703,372

－ 38 －



前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度末
（平成18年３月31日）

 ─────  　当社が物上保証しておりました土地、建

物について、保証債務を履行いたしました

が、債務者である東洋機工㈱に求償権に基

づき保証額339,076千円を請求し全額回収い

たしましたので、保証債務履行による損失

はありません。上記金額には、39,075千円

の損害賠償金収入が含まれており特別利益

に計上しております。また、保証履行に伴

う債務保証履行損失39,075千円は特別損失

に計上しております。

 ─────

　３．偶発債務 　３．偶発債務 　３．偶発債務

保証債務 保証債務 保証債務

　下記の会社の金融機関等からの借入金

について保証を行っております。

　下記の会社の金融機関等からの借入金

について保証を行っております。

　下記の会社の金融機関等からの借入金

について保証を行っております。

（千円）

中外化学株式会社　　 213,600

株式会社インテックス 84,921

計 298,521

（千円）

中外化学株式会社　　 177,600

株式会社インテックス 54,921

計 232,521

（千円）

中外化学株式会社 195,600

株式会社インテックス 69,921

計 265,521

※４．　　　　　───── ※４．固定資産の保有目的の変更 ※４．たな卸資産の保有目的の変更

 　従来固定資産として保有していた下記

の資産の一部を保有目的の変更により、

たな卸資産に振替えております。

　従来仕掛不動産として保有していた下

記の資産を保有目的の変更により、固定

資産に振替えております。

 

  

  

  

  

（千円）

土地 4,818,500

有形固定資産「その他」 581,595

無形固定資産 461,057

計 5,861,153

（千円）

土地 4,652,344

有形固定資産「その他」 297,427

無形固定資産 343,900

計 5,293,671
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１．特別利益のうち主要なもの ※１．特別利益のうち主要なもの ※１．特別利益のうち主要なもの

（千円）

貸倒引当金戻入額 77,651

投資評価引当金戻入額 295,000

損害賠償金収入 －

（千円）

貸倒引当金戻入額 18,500

投資評価引当金戻入額 72,000

損害賠償金収入 39,075

（千円）

貸倒引当金戻入額 211,911

投資評価引当金戻入額 279,000

損害賠償金収入 －

※２．特別損失のうち主要なもの ※２．特別損失のうち主要なもの ※２．特別損失のうち主要なもの

（千円）

固定資産除却損 47,859

貸倒引当金繰入額 24,333

投資有価証券評価損 －

債務保証履行損失 －

（千円）

固定資産除却損 594

貸倒引当金繰入額 21,782

投資有価証券評価損 －

債務保証履行損失 39,075

（千円）

固定資産除却損 49,659

貸倒引当金繰入額 66,547

投資有価証券評価損 9,238

債務保証履行損失 －

３．減価償却実施額 ３．減価償却実施額 ３．減価償却実施額

（千円）

有形固定資産 35,613

無形固定資産 935

（千円）

有形固定資産 40,310

無形固定資産 717

（千円）

有形固定資産 77,835

無形固定資産 1,882

（中間株主資本等変動計算書関係）

 当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）

当中間会計期間増加　　

株式数（株）

当中間会計期間減少　　

株式数（株）

当中間会計期間末株式数

（株）

 普通株式　（注） 70,192 1,295 － 71,487

 　　　　合計 70,192 1,295 － 71,487

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,295株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

　該当事項はありません。

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

　該当事項はありません。

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

　該当事項はありません。

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

該当事項はありません。

２．オペレーティング・リース取引

該当事項はありません。

(千円)

１年内 1,953

１年超 747

合計 2,700

②　有価証券

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式で時価のあるものはありません。

（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 200円25銭

１株当たり中間純利益

金額
 0円20銭

１株当たり純資産額  186円82銭

１株当たり中間純損失

金額
  0円28銭

１株当たり純資産額 187円09銭

１株当たり当期純損失

金額
0円銭81銭

　潜在株式調整後１株当たり中間純利
益金額については、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり中間純利
益金額については、１株当たり中間純
損失であり、また、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額については、１株当たり当期純
損失であり、また、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。

　（注）１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額

中間純利益又は中間（当期）純損失

（△）（千円）
38,996 △64,660 △162,581

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間純利益又は普通株

式に係る中間（当期）純損失（△）

（千円）

38,996 △64,660 △162,581

期中平均株式数（千株） 191,884 231,877 199,662

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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